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樹木採取権制度の概要

○ 森林経営管理制度の要となる林業経営者を育成するためには、安定的な事業量の確保が必要であり、民有林からの

木材供給を補完する形で、国有林から長期・安定的に事業者が樹木を採取できるよう措置することが有効。

○ そのため、今後供給量の増加が見込まれる国有林材の一部について、現行の入札に加え、一定の区域（樹木採取区）

において、一定期間・安定的に樹木を採取できる樹木採取権制度を創設。（令和２年４月施行）

経営管理権の
設定

（意向・申出）

森
林
所
有
者

民
間
事
業
者

（
森
林
組
合
、

素
材
生
産
業
者
、

自
伐
林
家
等
）

○ 林業経営者に林業経営を再
委託（経営管理実施権の設定）

市
町
村

林業経営に適した森林

○ 市町村による間伐等の実施
（市町村森林経営管理事業）

林業経営に適さない森林

民
有
林

安
定
的
な
事
業
量
を
確
保

森林経営管理法
（森林経営管理制度）

国
有
林

①を基本
とし、

②を追加

②追加する仕組み（今後の供給量の増加分の一部で実施）

・国有林の一定の区域（樹木採取区）にお
いて立木を一定期間、安定的に伐採でき
る樹木採取権（地域の民間事業者が対
応可能な200～300ha・年間数千m3程度
の素材生産量を想定し、権利の期間は
10年を基本に運用）を設定

※現行の国有林の伐採のルールを厳守
※長期に事業量が見通せることで機械導
入や雇用が進展
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※立木を購入している林
業経営体の平均年間
立木購入面積（2015年

農林業センサス）は約
20ha（年間６千m3程度
の素材生産量に相当）

・毎年度個別に場所、時期
等を特定し、入札により
立木を購入して伐採する
事業者を決定

①現行の仕組み（引き続き実施）
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○ 令和２年４月に施行された樹木採取権制度について、基本となる規模のパイロット的な指定の手続きを開始。

○ また、大規模なものも含め、樹木採取権を設定する際の規模・期間を検討するため、地域の取組として、新規需要開拓に

取り組む民間事業者の動向等の把握を実施。

■現在の取組状況（今後の予定）

【基本となる規模のパイロット的な指定】

■樹⽊採取権制度の施⾏

令和３年７⽉

令和３年９⽉以降

・基本となる規模（区域⾯積200〜300ha程度（皆伐相当）、権利期
間10年程度）のパイロット的な指定に向けて、予定箇所の10箇所を
公表し、順次、指定のための公告を開始

・公募等を経て、樹⽊採取権者を決定し、権利を設定（最も早いもの
は令和４年１⽉を⽬途に権利設定）

【新規需要開拓に取り組む⺠間事業者の動向等の把握】

令和３年度

令和４年度以降

・地域の取組として、⼤規模なものも含め、新規需要開拓に取り組む⺠間事業者の動向等を把握
（令和３年３⽉〜６⽉マーケットサウンディングによる提案募集︓３件の提出）

・必要に応じて、追加のマーケットサウンディングの実施を検討

・上記の⺠間事業者の動向等を踏まえた樹⽊採取区の指定等を検討

令和２年４⽉ ・「国有林野の管理経営に関する法律等の⼀部を改正する法律」の施⾏

・樹⽊採取権制度ガイドライン等の公表

【全国のパイロット指定箇所】

樹木採取権制度の施行後の状況

２



○ 基本となる規模の樹木採取区のパイロット的な指定に向け、令和３年７月から指定のための公告を順次開始。７月上旬に

公告を開始したものについては、数ヶ月間の樹木採取権者の公募を経て、樹木採取権者の決定は来年１月頃となる見通し。

■ 樹木採取区指定候補箇所

樹木採取区のパイロット的な指定箇所の概要
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管理局

森林
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候補箇所の所在
主要
樹種

採取
方法

区域
面積

（注１）

権利の
存続期間

北海道

胆振東部 北海道 むかわ町内 トドマツ
複層伐
間伐

６７１ｈａ
〔２１７ha程度〕

９年

網走中部
北海道 北見市、置戸町、佐呂間町にまたがる
区域

トドマツ
複層伐
間伐

６７１ｈａ
〔２００ha程度〕

９年

根釧西部
北海道 釧路町、厚岸町、標茶町、鶴居村にま
たがる区域

トドマツ
複層伐
間伐

８２７ｈａ
〔２５０ha程度〕

10年

東北

秋田 秋田県 大仙市内 スギ 皆伐 １９１ｈａ ８年

三八上北 青森県 田子町内 スギ、カラマツ 皆伐 ２９０ｈａ ８年

関東 茨城 茨城県 常陸太田市内 スギ、ヒノキ 皆伐 ２６１ｈａ 10年

中部 東信 長野県 上田市内 カラマツ
皆伐
複層伐

２７４ha
〔２１７ha程度〕

10年

近畿中国 岡山 岡山県 新見市内 スギ、ヒノキ 皆伐 ２５１ｈａ ９年

四国 四万十 高知県 中土佐町、四万十町にまたがる区域 スギ、ヒノキ 皆伐 ２９１ｈａ 10年

九州 熊本南部
熊本県 人吉市、水俣市、芦北町、五木村にま
たがる区域

スギ、ヒノキ 皆伐 １９０ｈａ 10年

（注１） 〔 〕内は、間伐又は複層伐の場合に、伐採率により、皆伐相当に換算した面積。

（注２） 樹木採取区の指定手続は、案について公告縦覧を行い、公告縦覧終了後、提出のあった意見の要旨を付して、都道府県知事及び市町村長、学識経験者に対する意見聴取を行うことと
している。 ３


